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■村落共同体からの出発

前田　　今回は、志木市長の穂坂邦夫氏にお話をうかがいま
す。穂坂氏は、地方自治について独自のお考えをお持ちのう
え、現在、志木市長としてそれを実践しておられます。いま
日本で最も注目に値する首長のお一人であることは間違いあ
りません。
　われわれはこの一連のインタビューを通じて、近代の情報
化局面では、産業化局面とは異なるガバナンス主体が登場し、
既存のガバナンス主体との間で競争を展開することが重要だ
と繰り返し主張してきました。市という組織は、産業化局面
では形式的にはガバナンスの主体である一方、実質的には国
民国家のガバナンスを補強する役割だけが特に強調され、そ
れと相容れないようなクリエイティビティを出すことは強く
規制されていたと言えるのではないでしょうか。そのことに
よるレント＊1で多くの人々が働くことなく潤っていたところ
に、穂坂市長のように本当にクリエイティブなことをなさる
市長が登場されると、情報化局面への移行は近いな、という
気がします。
　さて今回は、もう一人ゲストをお招きしています。このシ
リーズの第６回（2002年５月号）において、「政策プロデュー
サー」のアイデアをご紹介いただいた西田陽光氏です。それ
では西田さんからお願いします。

西田　　いま特区が話題になっていますが、穂坂市長はそれ
についていろいろなアイデアをお持ちで、また市長として率
先して取り組んでおられます。「自治体を変える」というス
ローガンを掲げている方はたくさんいるのですが、穂坂市長
はあまり大上段にはおっしゃらないのですが、現場を率先し
て動かしていくスピード感と具体性に優れていらっしゃいま
す。まだ着任されて２年足らずですが、これだけ注目されて
いる市長さんも珍しいのではないでしょうか。公約として市
民参画型の「市民が創る志木市」、徹底した情報公開、開かれ

た行政評価制度の導入の３点を挙げ、公約にのっとって具体
的に取り組んでおられる。昨今マニフェストがブームですが、
言うだけでなく実行されているという部分で非常に興味深い
お話をうかがえるのではないかと思います。

穂坂　　基礎的自治体（市町村）というのは、もともと非常に
民に近いものではないかと考えています。それをあまりに
も公的機関だと考えすぎたのではないか。たしかに戦後の一
時期、国から地方へと連携した形でやるのがよかった時代が
あったのかもしれませんが、私は、基礎的自治体は村落共同
体のようなものだと認識しています。そこから私たちは、新
しい時代に自治体自身を変えていかなくてはならない。それ
をするのに、情報公開、パブリシティがものすごく大事です
から、それを生み出すのは情報公開しか手段がない。市民の
プライバシーだけは大事にしますが、後は徹底的に開示をし
よう、しかもわかりやすくしようと思っています。「市民が
主役だ」とよく言いますが、私どもではもう一歩進んで、市
民にも仕事をしてもらおうとしています。志木市には500～
600人の職員がいますが、将来は１割でいい。こういう最終
的な目標を掲げて地方自立計画を導入しました。わかりやす
く言えば、行政業務を有償ボランティアやNPOに移行して
いきたいと思っています。
　戦後の基礎的自治体の形を、180度変えてもいいのではな
いかという思いがあります。そのために教育から入りまし
て、全国で初めて25人学級、そしてアメリカのホームスクー
ルの概念を入れたホームスタディ制度を導入しました。ある
いは自然再生条例、これはもうカナダなどでは普通にやって
いますが、地方自治体が自然を壊しておいて環境を護ろうと
いっても無理なので、率先して行政体がまずやっていこう。
ミティゲーション手法＊2も入れまして、自然を壊した者がき
ちっと回復させていこうということです。それから、公共事
業市民選択権保有条例、これは１億円以上の公共事業につい
ては市民の判断をあおぐというものです。全体的には市政運
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会──第２の市役所と呼んでいるのですが──を立ち上げ
てやっています。市長の執行権の範囲でもできますが、それ
だと一般的にならないものですから、なるべく条例を作って
条例の下でやっていこうとしています。そのなかで一番大事
なのは情報の公開だし、情報の伝達です。私自身はMayor
というよりはCity Managerだと位置づけています。

前田　　村落共同体という点について、もう少し詳しくお願
いします。

穂坂　　もともと町の役所というのは、村落共同体が原点だ
と思います。昔は国の出先機関みたいなものだったのが、戦
後の復興期に一つの行政体に組み込まれて、国と一緒になっ
て一つの行政機関の一翼を担い、一定の効果は上げたと思い
ます。非常に速いスピードで国の施策が末端まで通じるから
です。しかしながら21世紀になった今、元に戻るべきでは
ないか。バブルのとき、民間の会社だけでなくて、自治体も
一緒になってバブルになってしまったと私はとらえています。
基礎的自治体がバブルに乗ってしまった。その自治体を元に
戻すには非常に骨が折れます。少しずつ変えるのでは無理な
ので、まず村落共同体に戻ろう。そのほうがスタートしやす
いのではないかということです。

■ボランティアで引き出す市民の熱意

前田　　教育から始められたのは、どういうお考えからで
しょうか。

穂坂　　地方の仕事というのは、主に教育と福祉と環境です。
後は都市基盤整備ですが、都道府県や政令指定都市を除けば、
基礎的自治体ではほとんど地域内の都市基盤ですから、たい
したことはありません。中心になる行政課題としては、行政
そのものをどうするかというのがどんとあって、その下に教
育があり、福祉があり、環境がある。

西田　　25人学級やホームスタディ制度を始めるにあたっ
て先生を公募したやり方というのが、私たち市民レベル、受
益者の立場から非常にわかりやすいものでした。

穂坂　　私のメインテーマは「地方自立計画」でした。これは
市民の関心や志木市の改革が本物だという評価がないと進み
ません。500～600人の職員を50人にするというのは突拍子
もない話ですから。その点、教育や環境は身近でやりやすい
ものですから、そこから入っていったと言ったほうがいいか
もしれません。基本的には問題を見て見ないふりをしないと
いうことです。これだけ教育が荒廃していて、問題もすごく
露呈しています。特に小１プロブレムと言いまして、小学校
低学年にすごく問題が多い。なぜ、みんな40人学級は多い
と言っているのに、もっと少ない人数でやらないのだろう、
という発想でした。平成13年の法律改正で但し書きが付いて、
都道府県の判断で少人数学級が編制できるようになったこと
はみんな知っていました。でも誰も手を付けない。ではそこ
から行こう。25人学級とホームスタディは、私にすればワ
ンセットでした。
　ただ、お金がないものですから、まず公用車をやめました。
では、ホームスタディはどうしようか。ホームスタディの場
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合、心や体に傷を抱えている方が対象ですから、そう簡単に
できるものではない。まず、「見捨てない」「押しつけない」「あ
せらない」という非常に簡単なキャッチフレーズを作りまし
た。特に不登校の子供には、何人かのチームスタッフが必要
です。それはお金がないからボランティアでやろう。公募し
たら、全国から100名近い人たちが、遠いところでは熊本か
ら、わざわざ志木市まで来てくれました。１日500円ですか
らお弁当代だけです。日本の教育というものに対する熱意は
見捨てたものではない。今年も続けていますが、ボランティ
アは100名を超えています。日本人の力にはものすごいもの
があって、それをどう引き出すかということだと思います。
　先ほど言いました市政運営基本条例、第２の役所というの
を就任してすぐに作ったのですが、これも全部ボランティア
です。公募で252人が集まりました。日本人にはすごい力が
あって、何かをみんなでやろうという熱っぽいものをすごく
感じます。

■市民自らが担う「地方自立計画」

前田　　大日本帝国憲法下はもとより日本国憲法下でも、日
本国政府の本音を言えば、地方自治には自ずから許容範囲が
存在し、かつそれは相対的に狭めのものではなかったかと考
えます。重視されていたのは、日本国政府の統制が強く効く
状態を維持すること、および地方自治体の状態が基本的に平
等であることであったのではないでしょうか。地方の創意工
夫を促すと言っても、それはせいぜい地域振興だのイベント
だのの範囲であって、行政の基本的仕組み、財政、税制等の
根幹部分で地方が完全にクリエイティブなことを始めた場合、
日本国政府はそれを許容できなかったのではないかと思いま
す。
　一方、穂坂市長が進めておられる「地方自立計画」は、ボラ
ンティアを集めてきて市のガバナンスをやってしまおうとい
うものであり、まさに驚天動地であり、中央政府および他の
地方自治体関係者を心胆寒からしめるものであり、新しい時
代につながるという気がします。

穂坂　　志木市の「自立計画」では、行政パートナーの方々に
１時間700円を払います。すべての業務がそこに行きますの
で、無償というわけにはいきません。グループを組んで業務

委託契約を結んでやってもらう、有償ボランティアです。業
務委託契約を結ぶ一方で、パートナーシップ契約を結びます。
パートナーシップ契約では、市の業務に対してフィフティの
立場で、無駄だからやめてしまったほうがいいといった提言
をしてもらう。無駄な仕事かどうかは、自分でやるとわかり
やすい。百聞は一見にしかずと言いますが、私は百見は一触
にしかずと言っています。百回見るよりも一回触ったほうが
よくわかる。今の市民は結構力がありますから、市民がやっ
てみてこんな仕事は無駄だと思えば、パートナーシップ契約
で提案を受け、やめてしまうこともあるわけです。
　先ほど、国、都道府県、市町村という話が出ましたが、私
は、かつては今のシステムがものすごく有効に機能したと思
います。戦後のどさくさからこれだけのスピードで回復して、
しっかりした国を作ったという点では効果があったと思いま
す。しかしもう、いわば老朽化してしまって、情報社会とい
う転換期を迎えた今、それを続けるのは無理でしょう。市民
の心も、財政も変わってきていて、少子高齢社会という背景
もあります。このへんで元に戻って、村落共同体からスター
トしたほうがいい。
　今、さかんに地方分権が言われていますが、言われている
ほどには進んでいないというのが私の認識です。国の場合は
所帯が大きくて、そう簡単には舵とりができない。今はスピー
ドの時代ですから、地方が先に変わって、国を変えるほうが
いいのではないかと考えています。

前田　　いずれにしても、市の行政をボランティアでこなそ
うと発想されたことが本当に素晴らしい。ボランティアでう
まくいくという確信はあったのでしょうか。

穂坂　　就任してすぐに市民との対話集会をやったときに、
一つヒントがありました。志木には市民病院があるのですが、
病院のレントゲン技師というのは結構給料が高い。ある方が、
「市長さん、私は50何歳で退職したがまだ元気です。退職金
もある程度ある。なぜ自分たちを使わないのか」という質問
が出ました。「ほかのことならともかく、命にかかわること
はそう簡単にいきません」と言うと、「バカ言っちゃいけな
い。私はレントゲン技師としてきちんと仕事をしてきた」と。
でもボランティアで、９時から５時まで毎日休まないででき
るのか、病院としては休まれると大変です。そんな意見を言
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いましたら、「レントゲン技師には連盟があります。何人い
て、誰がどこに住んでいるかが全部わかります。みんなでピ
シッと、ボランティアでやればいいじゃないか。そのぐらい
のことはわかっていなくては困ります」と言われました。さ
らに先ほどの市民委員会の方たちですが、自分たちで費用を
出して──これは全く無償のボランティアですが──先進
地に視察に行きます。自費で行って「現地で報告会をやるか
ら市長、来てくれ」と言われて、私も何回か行きました。市
民委員会の人たちがまさに無償でやっている。一方では確実
に、企業のコミュニティが崩壊しつつある。本来コミュニティ
という言葉は「地方の共同体」という意味ですが、私は造語が
好きなもので、企業コミュニティとか地方コミュニティと呼
ぶのですが、企業社会が壊れかかっているときに、その受け
皿になるのは地方ではないか。
　そういった事例がいくつかあったなかで、「これは行ける」
と判断したというのが実感です。志木には、有楽町から35
分のニュータウンがあります。3,300戸、約１万人で、市の
人口が約６万6,000人ですから、かなり大きい規模です。私
が県議会議員になったころ、そこの新聞販売店に「東京都内
版を入れてくれ。埼玉版では会社に行って話が合わない」と
いう話がありました。そういう時代に比べると、市民意識が
すごく変わってきている。ボランティアというものが有効に
機能する時代になったということだと思います。

■市民の力で市役所を改革する

前田　　話が前後して申し訳ないですが、市民委員会とはど
ういう範囲の仕事を扱うのか、もう少し詳しくお願いします。

穂坂　　これも、すごくやさしい論理です。市役所は公務員
で構成されています。公務員が自分たちで改革できるのかと
いうと、リーダーである部課長は、高校や大学を出てずっと
市役所にいる人たちです。他の社会を知らない。途中採用が
多ければ変わるかもしれませんが、100人のうち２人や３人
では変わるわけがない。そういう組織体が役所です。だった
ら、それを民間の目で見てもらおうということで、企画部だっ
たら企画部会、環境部だったら環境部会、総務部だったら総
務部会というように、市役所と同じ組織の部会を作りました。
IT部会と合併部会だけが違います（市にはなくて市民委員会

にだけある）。たとえば、一つの施策を市と市民委員会がそ
れぞれ立案して、対比することにしています。

前田　　両方で、それぞれ別の政策を作るのですか。

穂坂　　同じテーマで別の視点から政策が上がってくるこ
ともありますし、市で作ったものをもう一回、市民委員会で
チェックすることもあります。

前田　　最後にどちらの意見を採用するかという決定は？

穂坂　　それは市長の責任です。

西田　　競争原理ですね。補足をしますと、志木市というの
は東京に隣接していて、職場を東京にしている方が圧倒的に
多いことと、団塊の世代のベッドタウンです。企業において
高いポジションにあったり、専門的なスキルを持たれた方々
が多く住んでいる。そういう住民の属性があります。もう一
つ、かつては企業さえよければ地方や家庭はどうでもいいと
いう考え方であったものが、1997年ごろから変わってきて
います。いつリストラされるかわからない状況で、人生すべ
てを企業に、人生＝企業という価値観からシフトしてきてい
る時期でもあったわけです。そこで自分の地域を見てみると、
「税金を払っている割には、自治体もしようのないことをやっ
ている」という意識が少しずつ出てきて、市民として何か活
動するという、クオリティのある人たちが市民委員会に集
まったのだと思います。評価制度の導入などの新しいテーマ
は、市場のほうが先駆的にやっています。自治体にもそれな
りに優秀な方が集まっているのでしょうが、さらされて評価
されて結果が重視されるというシビアさがない分、ゆっくり
というか。その点、企業というのは死活問題にかかわるので
スピーディです。そういうことを学んだ方たち、企業から地
域に流れてきた方たちの受け皿であったという背景があるわ
けです。政策でも評価でも、ものすごくシビアなものが出て
くるので、自治体職員の方々も驚いたと聞きました。

穂坂　　そうですね。リタイアされた方々だけではなく30
歳代後半でも、今の企業のもろさ、危うさをみんな知ってい
ますから、会社のコミュニティだけでなく地方も考えておか
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なくてはまずい、奥さん任せではまずいというのが出てきた
のではないでしょうか。市民委員会には30歳代、40歳代の
方も入っています。

前田　　総勢何人ぐらいですか？

穂坂　　いま少し欠けていますが、スタートは252人です。

前田　　みなさん昼は仕事をされているでしょうから、夜、
集まるのですか。

穂坂　　平日はほとんど７時からですね。猛烈にやっていま
す。職員もそこへ全部出るのは大変ですが、部会ごとに担当
が分かれていますからそれほど過重にはなりません。無償な
のに、自分の住んでいる地域をよくしていこうと、驚くほど
熱心です。しかし、一つ間違えると、あれを作ってくれ、こ
れをやってくれという市民の要求だけなってしまいがちです
が、そういうのはあまり出てきません。総務部の中の財政課
をやっている部会もあって、部会長会議もしょっちゅうやっ
ていますから、それは無理だという意見も出るでしょう。予
算が決まっていて、何かをやるためには何かを削らなければ
ならないということがよくわかっている。意外と堅実で、非
常にうまくいっていると思います。

■地方からはじまる自治変革の取り組み

前田　　そういうボランティアの市民委員会を作って政策競
争をさせるというのは、日本では志木市だけでしょうか。

西田　　そうではないと思います。たとえば、岩手県の藤沢
町は、こういう町民を巻き込んだ行政で長い歴史があります。
市民と議論する場を作って、着実に議論をしてきたところ
は何らかの結果を出しています。ただしメディアには、どう
しても華やかな発言をする方、エンターテインメント性のあ
る方をフォーカスする傾向があります。住民と議論する場を
作ったり、着実に施策として具体的に取り組んだりというこ
とが、これまであまりメディアに取り上げられませんでした
が、各地に名物のCity Managerがおられるわけです。最近
やっと中央メディアも、国会議員や県知事より、市区町村長

の発言が具体的でおもしろいし、住民が相手ですので確実に
結果が出てごまかしがきかない。「やるぞ、やるぞ」という
話だけの政治家よりは納得がいくということで、かなり注目
の対象となってきたという状況です。

前田　　聞けば聞くほど驚きを禁じえません。こういうこと
が可能な地方自治体は、民度が高い、ということでしょうか。
失礼かもしれませんが、日本の地方自治体の中には、公共事
業で「天の声」とか「鶴の一声」とか言って、市長になると豪邸
が建つ、というところがありますね。そういうところでは絶
対に無理だという気がします。

穂坂　　どんなに厳しくしても、悪いことをする人はしよう
がないでしょう。では、民度の違いかというと、たとえば逢
坂（誠二）さんのニセコ町でも革新的な町づくり条例を作ろう
としていて、私どもも参考にしました。都内では三鷹市もやっ
ています。志木だから特別ではなくて、三鷹もニセコもたぶ
んゼロからやったと思います。ただ、それは一点に絞った市
民との情報交換です。志木はそれを部に分けた。いま決裁が
くると、この案件は市民委員会の必要あり／なしの欄があり
まして、ありの案件は向こうの意見を通してから私にもらう
ようにしています。
　全国には情報公開をいやがるところもあるでしょう。情報
公開を徹底することによって、汚職も防げるのではないか。
さらに、私は国に「地方を自己責任にしたらどうですか。潰
れてもそれでいいじゃないですか」と言っています。だめだっ
たらだめで自分で責任をとりなさいと、自己責任をとらせる
ようにしたほうが、私はかえって首長のスキャンダルなどは
少なくなると思います。今、同じ施策で金太郎飴でやろうと
思うから、競争しないでそういうところに逆に気が向く人が
出てしまうのかなとも思います。

西田　　栄村という長野県の小さな村ですが、補助金にノー
ということで、自分たちの身の丈にあった公共事業をしよう
としています。道路を造るにしても、国の公共事業にすると
道幅などを基準に合わせなければなりません。たんぼの道を
ちょっと直すのにそれほどの工事をする必要はないのに、補
助金をもらうために基準に合わせる。それはやめましょうと
いうことです。高橋（彦芳）村長の公約は、田中康夫知事が再
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選されたときをお手本にされたそうです。非常に小さな村で
すが、きちっと先鋭的な取り組みをしています。自立に向かっ
た、自分たちの自治体に着眼した取り組みです。
　民度が高ければできるかというと、もちろんそれもセット
でしょうが、重要なのは政治家のリーダーシップでしょう。
自分の首をつなぐような行為、選挙で八方美人をするといい
かもしれないけれど、社会も少しずつ見る目ができてきてい
ます。情報公開しながら、問題を提起して解決の方法を示し、
合意形成、政策に対するプロセスを説明する首長に対し、ま
だまだですが、住民も少し関心を持ち始めたという背景もあ
ると思います。何をやるにしても最初にやるには困難な壁が
あるのですが、それをどう突破していくのか。その人なりの
知恵やアイデア、また地域にあった方法を選べるか、そこが
リーダーシップだと思います。

前田　　市長のリーダーシップとして求められるものには、
そのような地域に即した新しいことを考えることのほかに、
地方自治体の経営という問題があります。「国からの補助金
はいらない」と言えば格好はいいし、政策内容の自由度も増
しますが、地域に産業がない場合は苦しいことになります。
志木市の場合は、東京で勤めている住民の所得が高いのでう
まくいっているということですか。地方自治体が国からの補
助金なしでやっていくための産業の育成方法とか、税収を確
保する方法とかについてはどうお考えですか。

穂坂　　太田市の清水聖義市長も──群馬県でスバルの工
場があって、比較的税収がいいところですが──そういう
企業体に近いような、非常にユニークなことをやっています。
ただ私は、行政体が一つの産業を興すというのは難しいと
思っています。志木市の場合は総予算の５割以上の税収──
予算規模が165億円から170億円ぐらいで税収が90億円ぐら
いです──がありますから、１割５分自治とか２割自治に比
べれば大変いい。税収のものすごい格差はたしかにあります。
ただ、自立の範囲はいろいろ違うでしょうが、もっとみんな
が思い切ってやれば、私はそれでいいのではないかと思いま
す。できるところはやる。ただ、ないところは本当にないで
すから、自立を全部やって足らないところは国で何らかの基
準を作って調整するような機能が必要でしょう。
　ビジネスと行政──今のスタッフ、市民が全部集まったと

ころで、ビジネスを考える──これは難しいでしょう。私た
ちのような市町村は、限りなく民に近い非営利、独占的なサー
ビス体です。そこから生産していく、サービスをビジネスに
結びつけていくというのは非常に難しいでしょうね。ただ、
いずれは猛烈に変わって、そこに住む市民自体が、その中で
どうするかを100パーセント考える時代になる。この前、あ
る方に「市長と議会とはどんな関係なのか」と聞かれて、「市
長と議会のどちらが先になくなるかというと、市長職のほう
が先でしょう。雇われ市長になるでしょう」と言ったのです
が、そうなることは十分考えられます。志木市にも大きい市
役所がありますが、今の財政で今後、市役所を建て替えるの
は無理でしょう。ランニングコストも維持費もかかりますし、
それにあった形にしなければやっていけない。15年か20年
したら壊してしまって、市役所はどこかに間借りすることに
なるかもしれません。

■市職員数をどうやって減らすか

前田　　市職員数を500人から50人に減らす、というのは大
変面白い考えです。公務員を１人雇うと大変なお金がかかり
ます。ボランティアを使うというのは慧眼で、これで人件費
を大きく減らせますね。

穂坂　　入職から定年までの直接的な人件費だけで、１人
３億4,000万～5,000万円かかります。

前田　　そもそも、税金で給料を負担する公務員というのは、
全くいらないのではないですか。50人とは言わず、ゼロと
いう方向に行けるのではないですか。今は市役所と市民委員
会のダブル配置ですが、市民委員会だけでいいのではという
気もしますけれど、いかがですか。

穂坂　　基本的にはそのとおりです。しかし、市民の直接的
なプライバシーに関する部分を、基礎的自治体は持っていま
す。その部分、それから、市民の感性からいやだという部分、
たとえば所得や課税が全部わかってしまう税務のような仕事
を外に出すのは、市民がいやだと感じるでしょう。それから、
地方自治法の規制で民間には出せない部分もあります──こ
れはきっと変わっていくでしょうが──。全部の仕事を一
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覧表にして検討してみたのですが、どうしても１割ぐらい公
の部分が残る。もちろん市民のプライバシーの保護について
は、条例化による保全と業務委託契約で担保する部分があり
ます。どうしても市民の直接的なプライバシーに関する部分、
市民がいやだと思う部分は専門家がやるというように私は解
釈しています。

前田　　どのくらいの速度で、500人から50人にまでもって
いかれるおつもりでしょうか。

穂坂　　終身雇用制ですから、それが大変です。今の法律で
は公務員のリストラはできません。自己都合による退職はあ
てにできないので、団塊の世代やバブルの時期に増えた分が
定年退職すればどっと加速しますが、それでもなかなか遅い。
だいたい20年でやろうとしていますが、それでも今の職員
数の約半分です。それではあまりに遅いので、地方公務員の
勤務の弾力化を特区でお願いしています。

前田　　具体的に教えていただけますか。

穂坂　　週休２日制、３日制、４日制、５日制です。

前田　　ワーク・シェアリングですか。

穂坂　　オランダなどと多少似ているところがありますが、
そんなに仕事に行かなくてもいいという公務員もいますし、
今から大学に行き直そうという公務員もいます。退職金の計
算はできているわけで、給料は下げますが今の退職金は全額
保証します。希望すれば週に２日働くとか、週に１日働くと
か選択できる。ただし、全部休みだと公務員ではなくなりま
すが……。

前田　　給料は減るわけですね。その場合、兼職の規制を緩
めるわけですか。

穂坂　　兼職も特区で出して国の許可をもらったのですが、
たしか今でも市長がいいと言えばいいはずです。

前田　　そうですか。

穂坂　　「市長が許可すれば」です。条例化すればそれは簡単
にできます。兼職がかまわないと言っても、まさか建設課の
職員が建築会社に行くのはまずいというのはあるでしょう。
それは条例できちっとすればいい。週に１日しか出てこない
と民間では人を使いこなせないですが、役所には統計資料を
まとめるといった単純作業がごまんとあります。それは１日
しか来なくても立派に戦力になる仕事です。助役が全職員と
個別に合って話をしたのですが、やはりいろいろ希望がある
ようです。今は、私や議会や、国のトップレベルの人たちが
考えるより、もっと現実に多様化しています。

山内　　先ほどの税収のお話ですが、市の予算170億円のう
ち、90億円が地方税、残りが交付金と補助金で、こういっ
た国からの再配分が減るとなると、今後、予算の総額を減ら
して、あるいは税収を増やしていって均衡させるのが、地方
自治体の目的になるわけですか？

穂坂　　税収は増えません。今、直接人件費で約50億です。
税収の５割ちょっとで、それに管理経費、たとえば委託費を
含めると６割を超えます。とにかくそれを少なくしていく。
私の見通しだと、税収は微減傾向にある。ドル箱のニュータ
ウンも団塊の世代で、そのうちリタイアしますから。その分、
行政サービスを維持するためにランニングコストを下げよう
と思います。たとえば人件費を３分の１ぐらいにしようと。
そうすれば今、地方交付税を18億円ぐらいもらっていますが、
交付税が厳しくなっても自立できる。たぶんこれから国もあ
る一定の税収が上がって、もちろん面積・人口割になると思
いますが、今のように基準財政需要額と基準財政収入額でや
るというようなばかなことはしないと思います。もっと国は
シビアになると思いますし、そうでなければお互いにやって
いけません。これはしようがない。そういう意味では地方交
付税がゼロになっても自立ができる。これは志木が特別では
なくて、首都近郊はみんなそうだと思います。

山内　　これに関連して税源の付け替え、あるいは国から地
方への移譲については、どうお考えですか？

穂坂　　当然必要だと思います。どんなにがんばっても、１
割とか２割自治しかできないというところがあります。一定
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の基準で、互いに税源の格差を是正する措置は絶対必要です。
極端なことを言えば、首都近郊で食べていけるところは勘弁
してくれという時代がきても、私はしようがないと思います。
ですから、志木市にあてはめると18億円の交付税が全部な
くなってもやっていける体制をできれば作ってあげる。

■人材不足のなかで有効に機能したIT部会

山内　　先ほど、地域コミュニティと企業コミュニティとい
う話をされましたが、企業コミュニティというのは、地場の
産業を考えるわけですか？

穂坂　　いや、志木は地場産業がほとんどないですから、東
京の大企業です。

山内　　では、ここで言われている企業コミュニティという
のは、志木市にはもともとなかったわけですか。

穂坂　　地元の小さい商店、そういう地場産業のコミュニ
ティは意外と崩壊しません。３人、５人ですから、崩壊のしよ
うがない。

山内　　最初にお話になった村落共同体への回帰ということ
ですが、村落共同体では生産と消費が共同体の中で有機的に
結びついているわけですね。そういうものはもうないでしょ
う。

穂坂　　ないです。そういう意味では、生産という形はそれ
ぞれが勤めていればいい。ところが、全員が勤める、全員が
忙しいという時代はもうないと、私は見ています。極端に言
えば、半分は忙しいけれど半分は遊んでいるという時代が来
ます。その半分が自分たちの住んでいる地域を自分たちで支
えていく、業務分担をする。共同体というのは、もともとそ
うでしたから、それでいいのではないかと思います。

山内　　それだけ日本社会が豊かになったということです
か？

穂坂　　一言で言えばですか？　むしろ変わったということ

ではないでしょうか。今までは会社人間として猛烈に働いて
所得もどんどん上がった。地域のことは全部、役所の人がや
ればいい。税金だっていいじゃないかというのが、一時期、
上り坂の時代にはあったと思います。今度は、下り坂の時代
です。みんながシビアに見はじめていて、その中でどういう
ようにやっていこうかというのが、私たちの「自立計画」です。
変わったのであって、豊かになったではない。時間のある人
が増えたのです。

山内　　先ほどのお話の中にIT部会と合併部会がありまし
たが、最近の報道によれば４市の合併案は１市に拒否されま
した。当面、志木市では市町村合併の計画はないのでしょうか。

穂坂　　残った３市でどうだという話はもう出ています。ま
た絶対話が出るだろうから、合併部会はやめないほうがいい
ということになりました。
　いまIT部会という話が出ましたが、実は市民委員会で一
番機能したのはIT部会です。とにかく市にはITの人材がい
ない。私も県議会議員のときにIT議員連盟の会長をやりま
したが、議員もわからなければ、県の職員もわからない。わ
からない同士で作っている。この前も住基ネットで、「なぜ
ITの専門家がいないんですか」という話がありましたが、ほ
とんどの自治体にITの専門家はいないと思います。ある程
度かじっている人はいるかもしれませんが、それをグローバ
ルにとらえて、どういうやり方でやるのが役所としてベスト
かという判断ができる能力はないと思います。いま急いでど
うにかしようとしていますが、できないのです。専門職で採
用しても、技術がどんどん変わってしまうので10年たった
ら使いものにならない。いま非常勤特別職で考えているので
すが、第一線で張り切ってガンガンやっていて、グローバル
な目で見られるという人間は足りなくて採用できない。そう
いう意味で弱さがあるのですが、市民のIT部会は強いです。
人が入れ替わり立ち替わりですから。

山内　　情報通信の専門家の方々が参加しているわけですね。
それでは今後、税収が少なくなって、しかも行政サービスを
向上させる、というときに、どういう方面でITが使われる
であろうと、この部会では予想しているのでしょうか？
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穂坂　　これはまだ実践できませんが、近い将来、役所が小
さくなると、インターネットで結んで仕事を自宅でやっても
らおうという部分が増大すると思います。たぶん仕事の半分
以上になるだろうと思っています。

山内　　役所の業務をSOHOでグループウェアなどを使っ
てやるということですか。それで就業者数が半分になります
か？

穂坂　　なるでしょう。私はしろうとですが。

■電子政府と地方の現状

山内　　現在の電子自治体の取り組みを見ていますと、３段
階目に入っている、というのがわれわれの観測です。第１段
階では、インターネットを導入して情報提供や広告に使う。
たとえば市役所などがウェブページを作って、どのような特
徴を持つ自治体なのかを宣伝する、ということです。第２段
階がオンライン申請で、これは各種の窓口業務のオンライン
化です。このような取り組みが積み重なって、現在の第３段
階目では、住民の課題を政策化していく政策形成の中にIT
を使うというものです。ところが、今のお話をうかがってい
ますと、とくにITを使うまでもなく、夜の７時以降に人間
が集まって政策形成をしているわけです。この場合、いわゆ
るe-democracyの進展と言えるのかどうか。

西田　　それは、行政のネットワークの新しいテーマとして
いろいろなところで議論されるのですが、リアルとバーチャ
ルが圧倒的に違う質のものであるということがあります。

山内　　多くの場合、バーチャルな市民会議室は、必ずしも
質の高い政策形成に結びつかないようです。

西田　　たとえば生で話すというのは、自分の発言に対し
てリスクを負うことでもあります。バーチャルな文章は自己
申告の世界になりがちです。リアルな世界では、言葉として
言っていなくても目を見ただけ、しぐさを見ただけで伝わる
ような部分もあります。やはり人間の大脳の機能は急に変え
られないので、リアルなディベートができる能力が重要です。

同じ言葉でも、人それぞれがもっている背景は違いますから
……。

山内　　そこで市長のお話ですが、第３段階が政策形成だと
いう予想は実は誤りで、次には、ITを利用した行政実務の
アウトソーシングやビジネス・プロセスの見直しという段階
が来るのではないか。これは市長もよくご存じのNPM（New 
Public Management）といった手法とも合致します。

西田　　定型的な業務を受けてやっていくことと、市民委員
会で政策を議論することは分けて考えたほうがいいと思いま
す。いろいろな意見の窓口として、目安箱としての機能は大
いにあると思いますが、それらの意見について議論をする場
としては、リアルのほうが人間の関係性もできてきます。

穂坂　　先ほど第１段階、第２段階……という話をされまし
たが、今の基礎的自治体の電子窓口の現実は全くそうではな
くて、せいぜい部分的なモデル事業でしょう。現実は会館や
施設の受付業務ぐらいです。それも処理速度が遅いので３分
ぐらい待たされます。だから市民が「なぜ、前みたいに台帳
でやらないんだ」と怒る。しようがないので、待っている間、
職員は間をもたせるために世間話をするわけです。これは象
徴的ですが、現状はそんな程度です。もう一つ、行政には、
全部が平等でなければならないという大原則があります。で
すから、ホームページだけで申請の受付をするというわけに
はいかず、実際の窓口とオンラインの両方のサービス提供を
しなければならない。志木市で実験をやってくれませんかと
経済産業省にもお願いしているのですが、機械を持つと得だ
と感じたら、おじいちゃん、おばあちゃんも、市民がみんな
参加するかもしれません。５割、６割ぐらいでは話にならない。
同じ市民サービスをみんなダブルでやらなければなりません。
　ただ、先ほど言ったようにあと10年か15年たったら、役
所の単純業務のほとんどは外へ出る。外へ出すにはやはり
ITです。市役所の仕事の８割から９割は単純業務です。国
の場合には人口動態の把握や外交問題や経済の仕組みを考え
るといった専門的な部分がありますが、基礎的自治体にはそ
ういう部分がありません。仕事のほとんどは単純作業、それ
もサービス産業、サービスをどうするかという一点だけです。
そのサービスを管理する部分は、間違いなくITになるでしょ
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山内　　電子自治体の方針として総務省は、市町村の合併を
進めたうえで、効率を上げるためにITを使って、しかもそ
れをアウトソーシングすべきだと言っていますが、こうした
片山総務大臣の方針は、市長が今おっしゃった流れと、だい
たい軌を一にしているのでしょうか？

穂坂　　同じだと思います。ただ国は現場を持っていないか
ら、現場のことがよくわからない。一口に市町村と言っても、
200～300人のところと、350万人のところまでありますから、
区別しないとやりようがない。ところが国の場合、みんな一
律で、なかなか区別をしません。一括で同じ形でやろうとし
てもナンセンスです。ですから、たとえば三つか四つに分け
てやらなければ、今の総務省のやり方では私は無理だと思う。

山内　　電子自治体のケースを分けろ、ということですね。

穂坂　　いくつかのモデルケースに分けてやらないと、とて
もできない。沖縄でも一部いろいろやりましたが、現実にそ
れがものになっているかどうか。たとえば、私は高校の後援
会長を長くやっていますが、高校では機械が埃をかぶってい
ます。文部科学省からIT教育の調査がくると、「知ってい
る教員がどれだけいるか」で何人と書く。すると、学校の先
生に専門家はいないのに、いるような形で文科省は把握して
しまうわけです。いるといっても機械を動かせるというだけ
で、高校生のほうがよほど上をいっています。高校生に聞か
れても先生は答えられないから、勝手にやりなさいとなる。
現実はそうです。そういう現実を見たうえでやればITももっ
と効果的なのに、と思います。

山内　　志木市の場合、他の自治体よりもペースは速いだろ
うと思いますが、ITを使った業務の外部委託が、どのよう
な速さで進んで、最終的に市役所の職員が50人になるので
しょうか？

穂坂　　アウトソーシングというのは言葉の上ではあります
が、現実にはできないのです。志木では逆をやっています。
アウトソーシングしていたのを戻して、職員にやらせていま

す。というのは、中でできるのにどんどんアウトソーシング
をしたからです。すると、計算上は「今まで職員が10人でやっ
て何千万円かかっていたのが、アウトソーシングして７割
で済みました」となりますが、解雇できませんから人は残る。
全然、経費節減にならない。だから病院の受付事務はアウト
ソーシングをやめて、職員にやらせています。アウトソーシ
ングすれば中の人が余ってしまう。役所というのはそういう
場所です。

前田　　今のお話ですと、ITの技術開発についても別のと
らえ方が必要になります。ITの技術開発と言うと、普通は
研究所でやっている最先端の技術開発のことを考えがちで、
それで見ると発展の速度は相当速いように思っていましたけ
れど、通常の日本人が使いこなせて普及するまでが技術開発
だ、という見方もありえますね。そうすると、実は技術開発
の速度というのは速くはなく、穂坂市長が進めていらっしゃ
るような先進的な改革には追いつかないという事態が発生し
ていると見ることもできます。実用的なインターネットの技
術が開発されるのを待ってはいられない一方、どうせ家へ帰
る途中だから７時に集まって話し合おうということですね。

穂坂　　IT部会はほとんど会議をITでやっています。結局、
他の部では全員が使いこなせないのでだめです。たとえば20
人いて５人使えないと、５人をスポイルしなくてはできない
から、結局集まることになるし、先ほど西田さんがおっしゃっ
たように、議論の場では感情も出しながらやるものですか
ら、なかなか難しい。そのあたり、国がもっときっちりやる
べき仕事だと思う。日本のITは、世界から見ればかなり遅
れています。アメリカでもITを普及させようとするときは、
教育の中で猛烈にやりました。日本はそれがない。「おや
りになったらいかがですか」というやり方です。予算が付く
し、物は買ってくれるのですが……。たとえば、水泳がいい
例です。幼稚園から、小学校、中学校、高校とやっても、泳
げない人がいるでしょう。志木では「かっぱ事業」としてやり
ました。一夏徹底してやると、みんな泳げるようになります。
ITも本来、徹底的にやるべきものです。
　いま役所のIT化が遅れているのは、ITをやることがコス
ト削減に結びつかないからです。たとえば、ITを入れたた
めに逆に人が増えてしまう。民間だと、病院や学校もコン
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ピュータでないと間に合わないし、会議もテレビ会議です。
コスト意識でやっていますと、どうしてもITでないとでき
ないものがあります。ところが役所は、ITとコスト意識が
結びつかないところに、遅れている原因があります。ITの
必要性はどこの首長も知っています。進まないのは、コスト
削減ができないことと、全部に平等に行きわたらなくてはい
けないという背景があるからでしょう。極端に言うと100軒
のうち１軒、使えない人がいれば、今までの方法も同じよう
にやらなければならない。二重手間です。広報を作るにも配
るにもお金がかかりますが、ホームページだけというわけに
はいきません。今は過渡期でしょう。ITを徹底してやれば
コストは半分になります。

山内　　市長の革新的な試みに対して、議会の支持はどのく
らいあるでしょうか。

穂坂　　議会はいやでしょうね。とくに地方議会は、行政側
や執行部が反論できないシステムになっています。どんな無
理を言っても、「ごもっとも」と職員は引き受けざるを得ない。
職員がほとんど市民に代わったとすると、そんな権力はふる
えなくなります。市民は一票を持っています。近くで見てい
れば、人柄がどうか、きちんと勉強しているか、すぐわかる
わけですから。

山内　　議会対策にもなっているわけですか。（笑）

穂坂　　これからは議会も大変でしょう。

山内　　私どもは、情報化が自治体の活動にどう影響を及ぼ
すのかという点にたいへん興味を持っています。今回、市長
の革新的な試みをうかがって非常に勉強になりました。どう
も、ありがとうございました。

（2003年６月９日GLOCOMにて収録）

＊１　レント（rent）：経済活動の見返りとして受け取る利益
で、経済活動に資源を引き寄せるために必要とされる
最低収益を超えた部分に相当する。（ポール ・ミルグ
ロム、ジョン・ロバーツ『組織の経済学』奥野他訳、NTT
出版、1997年）

＊２　ミティゲーション手法（mitigation）：開発による自然環
境への影響を何らかの具体的な措置によって緩和する
こと。開発者は開発による影響を事前に評価して、「回避」
「最小化」「矯正」「軽減」「代償」といった施策の組み合
わせにより環境への影響を緩和することが求められる。


